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議案第８号

　(総則)

第 1 条　令和3年度群馬東部水道企業団水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水戸数 199,500 戸  

(2) 年間総給水量

(3) 一日平均給水量

(4) 主要な建設改良事業

原水浄水施設新設改良事業 1,993,417 千円  

配水施設改良事業 4,534,392 千円  

　(収益的収入及び支出)

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 水道事業収益 10,696,337 千円  

　　第 1 項 営業収益 9,174,290 千円  

　　第 2 項 営業外収益 1,522,045 千円  

　　第 3 項 特別利益 2 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 水道事業費用 9,187,911 千円  

　　第 1 項 営業費用 8,773,587 千円  

　　第 2 項 営業外費用 399,623 千円  

　　第 3 項 特別損失 4,701 千円  

　　第 4 項 予備費 10,000 千円  

　(資本的収入及び支出)

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不

   足する額 6,332,090千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 538,141千円、

   過年度損益勘定留保資金 314,701千円、当年度損益勘定留保資金 2,994,746千円、建設改良積立金

   処分額 1,441,738千円、減債積立金処分額 1,042,764千円 で補塡するものとする。）。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 資本的収入 3,909,496 千円  

　　第 1 項 国庫補助金 1,580,243 千円  

　　第 2 項 企業債 2,000,000 千円  

　　第 3 項 負担金 329,251 千円  

　　第 4 項 固定資産売却代金 1 千円  

　　第 5 項 その他資本的収入 1 千円  

令和３年度群馬東部水道企業団水道事業会計予算について
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支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 資本的支出 10,241,586 千円  

　　第 1 項 建設改良費 7,998,200 千円  

　　第 2 項 企業債償還金 2,033,386 千円  

　　第 3 項 投　　資 200,000 千円  

　　第 4 項 予備費 10,000 千円  

　(企業債)

第 5 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　千円

 ２.５％以内　　　  借入の日から据置期間を含み、　

 （ただし、利率見直  ４０年以内の半年賦元利均等償還

 し方式で借り入れる  又は半年賦元金均等償還とし、そ

 政府資金及び地方公  の他の条件については借入先の融

 共団体金融機構資金  資条件による。ただし、財政の都

 について、利率の見  合により、繰上償還又は低利に借

 直しを行った後にお  り換えることができる。

 いては当該見直し後

 の利率）

　(一時借入金)

第 6 条　一時借入金の限度額は、900,000千円と定める。

　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 7 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第 1 款　水道事業費用

　　第 1 項　営業費用

　　第 2 項　営業外費用

　　第 3 項　特別損失

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

   外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　職員給与費 490,674 千円  

　(2)　交際費 200 千円  

　(たな卸資産購入限度額)

第 9 条　たな卸資産購入限度額は、143,487千円と定める。

令和3年2月5日提出

群馬東部水道企業団企業長    清　水　聖　義

 証券発行

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

 上水道整備事業 2,000,000  証書借入又は
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予定額

 1 水道事業収益 10,696,337

 1 営業収益 9,174,290

 1 給水収益 8,855,964

 2 加入金 252,560

 3 負担金 33,418

 4 その他営業収益 32,348

 2 営業外収益 1,522,045

 1 受取利息 2,813

 2 長期前受金戻入 1,342,353

 3
消費税及び地方消
費税還付金

48,935

 4 雑収益 127,944

 3 特別利益 2

 1 固定資産売却益 1

 2 過年度損益修正益 1

還付消費税

下水道等料金徴収事務手数料等

令和３年度群馬東部水道企業団水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収 入 （単位：千円）

款 項 目 備      考

水道料金

減価償却見合い分の収益化

水道加入金

消火栓維持管理等の他会計負担金

設計審査手数料、発電収益等

預金利息
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予定額

 1 水道事業費用 9,187,911

 1 営業費用 8,773,587

 1 原水及び浄水費 2,252,609

 2 配水及び給水費 946,567

 3 業務費 474,127

 4 総係費 748,113

 5 減価償却費 4,239,098

 6 資産減耗費 100,000

 7 その他営業費用 13,073

 2 営業外費用 399,623

 1 支払利息企業債費 399,620

 2
消費税及び地方消
費税

1

 3 雑支出 2

 3 特別損失 4,701

 1 固定資産売却損 1

 2 過年度損益修正損 4,700

 4 予備費 10,000

 1 予備費 10,000

発電費用等

企業債利息及び借入金利息

不用品売却原価等

固定資産売却損

事業の運営に必要な総括的費用

償却資産に係る減価償却費

固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

取水、浄水及び受水に要する費用

送配給水設備の維持管理に要する費用

料金の調定、収納及び検針に要する費用

支 出 （単位：千円）

款 項 目 備      考
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予定額

 1 資本的収入 3,909,496

 1 国庫補助金 1,580,243

 1 国庫補助金 1,580,243

 2 企業債 2,000,000

 1 企業債 2,000,000

 3 負担金 329,251

 1 工事負担金 329,251

 4
固定資産売却代
金

1

 1 固定資産売却代金 1

 5
その他資本的収
入

1

 1 その他収入 1

配水管布設等工事負担金

生活基盤施設耐震化等交付金

老朽管更新事業等資金

資本的収入及び支出

収 入 （単位：千円）

款 項 目 備      考
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予定額

 1 資本的支出 10,241,586

 1 建設改良費 7,998,200

 1 原水浄水施設費 1,993,417

 2 配水施設費 4,534,392

 3 営業設備費 270,699

 4 拡張費 1,199,692

 2 企業債償還金 2,033,386

 1 企業債償還金 2,033,386

 3 投　　資 200,000

 1
投資有価証券購入
費

200,000

4 予備費 10,000

 1 予備費 10,000

原水浄水施設の新設改良工事費

配水管の改良工事費

固定資産の購入費

配水管の拡張工事費

支 出 （単位：千円）

款 項 目 備      考
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 970,286

　　減価償却費 4,239,098

　　固定資産の除却及び減損損失 98,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4,417

　　退職給付引当金の増減額（△は減少） 25,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 7,137

　　修繕引当金の増減額（△は減少） △ 43,968

　　長期前受金戻入額 △ 1,342,353

　　受取利息及び受取配当金 △ 2,813

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 399,620

　　有形固定資産売却損益（△は益） 1

　　未収金の増減額（△は増加） △ 245,272

　　未払金の増減額（△は減少） 136,676

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 2,003

　　小計 4,238,998

　　受取利息及び受取配当金 2,813

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 399,620

　　４条消費税調整額 538,141

　業務活動によるキャッシュ・フロー 4,380,332

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 8,008,201

　　有形固定資産の売却による収入 1

　　有価証券の取得による支出 △ 200,000

　　国庫補助金等による収入 1,909,494

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,298,706

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,033,385

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,385

 

　資金増加額（又は減少額） △ 1,951,759

　資金期首残高 6,373,168

　資金期末残高 4,421,409

令和３年度群馬東部水道企業団水道事業予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和3年4月1日から令和4年3月31日まで ）
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１　総　　括

※（）内は再任用短時間勤務職員の職員数

２　給料及び手当の増減額の明細

※（）内は再任用短時間勤務職員の職員数

909比 　 較

本　　年　　度

前　　年　　度

0 902,416 2,964

本 年 度 8,460 13,600

前 年 度 7,551 11,184 0 50 5,360

（千円） （千円） （千円） （千円）

区 　 分 手　　　当 手　　　当 特別勤務手当 手　　　 当

0 140

区　　　　分

職　員　数 与給

報　　　酬

（人） （人） （千円）

特　別　職

214,857

勤 務 手 当

（千円）

8,324

（千円）

911

一　般　職 給　　　料

(0)

47 210,289881

5144

4,568

1,859

2,709　その他の増減分

給　　　料

手　    当 13,985

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分 13,985

4,568

　給与改定に伴う増減分

管　理　職

　昇給に伴う増加分

区　　　分 増　減　額（千円）

時  間  外

増　減　事　由　別　内　訳　（千円）

(0)51

30

給 与

(0)0

費

管 理 職 員 特 殊 勤 務

手

当

の

内

訳

比　　　　　較 △ 3

扶　　　養
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人 人

人 人

人 人

50,441

(0)

(0)

1,141

39,149 3,397

0

51

0

(0)本年度

前年度

　　増　減

200 41,171

△ 212 3,677 2,022

3,201200

（千円）

手　　　当手　　　 当 手　　　当

4,179 4,538

978

4,029

（千円）

51

費

（千円）

138,547 354,315 72,376

通　　　勤

退職給付金 合　　　計

（千円）

490,674

482,739

手　　　当 計 法定福利費

（千円） （千円） （千円）

124,562 65,623

63,983

335,732 81,384

13,985 18,583 △ 9,008 △ 1,640 7,935

　職員の入替えによる増減

備　　　考

手　　　当

（千円）

手　　　当

（千円）

地　　　域

　職員数の異動状況

説　　　明

期　　　末 勤　　　勉

　職員の入替えによる増減

（千円）

3,817 54,118

住　　　居

手　　　当

（千円）

細 書明

休 日 勤 務
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３　給料及び手当の状況

(1)　職員１人当たり給与

(2)　初　任　給

(3)　級別職員数

※（）内は再任用短時間勤務職員の職員数及び構成比

（級別の基準となる職）

(4)　昇　　給

153,900

167,400

187,200

主たる構成団体の一般会計の制度

一 般 行 政 職（円）

153,900

167,400

187,200

2.0

100.0

5.9

13.7

企　　業　　職（円）

(100.0)

(50.0)

(50.0)24 36.9

比　率　（B)　/　(A) （％) 100.0 100.0

2

3

4号給 （人) 45 45

号給数別内訳

2号給 （人) 5 5

3号給 （人) 1 1

51

昇給に係る職員数 （B) （人) 51 51

比　率　（B)　/　(A) （％) 100.0 100.0

前　年　度

職 　　員　　 数 （A) （人) 51

4号給 （人) 39 39

号給数別内訳

2号給 （人) 9 9

3号給 （人) 3 3

100.0

備　　　考

6　級

(2)

5

7　級 8　級5　級

次　長

7

0

51

企　業　職

7.7

3.1

1.5

（円） 337,488

（円） 407,091

（歳）

349,763

区　　　分 級
令和2年12月1日現在 令和元年12月1日現在

5

企　業　職

1 級

2 級

5 級

0.0

10.8

7 級

(1)

6 級

職　員　数（人） 構　成　比（％） 職　員　数（人） 構　成　比（％）

3.9

(1) (1)7

5

32.321

7.7

（A) （人) 51 51

(1)

3.9

参　事
課　長

合　　　計

3　級

職　　 員　　 数

企  業  職
主　事
主事補

主　事 主　任
係　　長
係長代理

課長補佐

区　　　分

局　長

本　年　度

2　級 4　級

平均給料月額

1　級

区　　　分

（円）

8 級

計

27

2

3 級

4 級

51

平 均 年 齢

4

高　校　卒

令和2年12月1日現在

1

(100.0)

2

(100.0)

区　　　分

企　　　業　　　職 備　　　　　　　考

平均給料月額 （円）

平均給与月額

45歳7月

平均給与月額 385,436

平 均 年 齢 （歳） 46歳6月

区　　　　　　　分

短　大　卒

大　学　卒

令和元年12月1日現在

53.0

7.8

9.8

51

1

65

昇給に係る職員数 （B) （人)
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(5)　特殊勤務手当

(6)　期末手当・勤勉手当

※（）内は再任用短時間勤務職員の支給率

(7)　定年退職等に係る退職手当

(8)　その他の手当

差　異　の　内　容主たる構成団体の一般会計の制度との異同

有4.45

支　給　率　計
（月分）

備　　　　　　　考

　定年前早期退職特例措置
　（2 %～45 %加算）

47.709

緊急出動手当、道路上作業手当

47.709

(2.35)

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

(1.175)

(1.175)

有

4.45

(1.175) 2.225

区　　　　　　　分 　企　　　業　　　職　

0.07

支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 729

32.00支給対象職員の比率（％）（令和2年12月1日現在）

給料総額に対する比率（％）

本　　年　　度 2.225

区　　　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

6 月（月分） 12 月（月分）

(2.35)2.225
主たる構成団体の
一般会計の制度

2.225

4.50 (2.35)2.250 (1.175) 2.250前　　年　　度

47.709

最高限度
（月分）

そ の 他 の 加 算 措 置 等区 　 　 分
20 年

勤続の者
（月分）

25 年
勤続の者
（月分）

35 年
勤続の者
（月分）

47.70933.27075

区　　　　　分

扶  養  手  当

同　　じ

住  居  手  当

同　　じ

通  勤  手  当

同　　じ

同　　じ

地　域　手　当

代表的な特殊勤務手当の名称

24.586875

　定年前早期退職特例措置
　（2 %～45 %加算）

支 給 率 等

(1.175)

33.27075

24.586875

有(1.175)

主たる構成団体
の一般会計の制
度（支給率等）
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千円 平成28年度 千円 令和3年度 千円 千円 千円

 事業運営及び 54,328,204 から 21,936,853 から 32,391,351 17,436,359 14,954,992

 拡張工事等 令和2年度 令和6年度

 包括業務委託 まで まで

事業系・情報系 千円 千円 令和3年度 千円 千円 千円

システム構築・ 651,222 令和2年度 107,712 から 543,510 － 543,510

賃貸借業務 令和7年度

まで

給  水
収  益

債務負担行為に関する調書

損益勘定
留保資金

期  間 金  額

左 の 財 源 内 訳

事    項 限 度 額

期  間 金  額

　前年度末までの支払
　義務発生（見込）額

　当該年度以降の支払
　義務発生予定額
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1　固定資産 （単位：千円）

 (1)　有形固定資産

     イ　土地 4,154,556

     ロ　立木 8,173

     ハ　建物 5,995,605

     　　減価償却累計額 △ 2,951,803 3,043,802

     ニ　構築物 139,244,352

     　　減価償却累計額 △ 59,923,670 79,320,682

     ホ　機械及び装置 29,404,259

     　　減価償却累計額 △ 17,689,187 11,715,072

     ヘ　車両運搬具 70,683

     　　減価償却累計額 △ 66,653 4,030

     ト　工具器具備品 469,997

     　　減価償却累計額 △ 421,527 48,470

     チ　建設仮勘定 3,004,756

    　有形固定資産合計 101,299,541

 (2)　無形固定資産

     イ　水利権 1,814,664

     ロ　ダム使用権 4,404,449

     ハ　施設利用権 2,305

     ニ　電話加入権 3,158

     ホ　ソフトウェア 75,399

    　無形固定資産合計 6,299,975

 (3)　投資その他の資産

     イ 投資有価証券 400,000

     ロ 出資金 102,000

    　投資その他の資産合計 502,000

    　固定資産合計 108,101,516

2　流動資産

 (1)  現金預金 4,421,409

 (2)  未収金 2,792,430

　　　貸倒引当金 △ 5,211 2,787,219

 (3)  貯蔵品 52,894

　　　流動資産合計 7,261,522

　　　資産合計 115,363,038

令和３年度群馬東部水道企業団水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和4年3月31日 )

資 産 の 部
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3　固定負債 （単位：千円）

 (1)　企業債

     イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 24,702,946

    　企業債合計 24,702,946

 (2)　引当金

     イ　退職給付引当金 104,783

    　引当金合計 104,783

    　固定負債合計 24,807,729

4　流動負債

 (1)　企業債

     イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 2,074,384

    　企業債合計 2,074,384

 (2)　未払金 2,438,681

 (3)　引当金

     イ　賞与引当金 35,897

     ロ　修繕引当金 53,536

    　引当金合計 89,433

    　流動負債合計 4,602,498

5　繰延収益

 (1)　長期前受金 50,715,861

 (2)　収益化累計額 △ 16,817,689

    　繰延収益合計 33,898,172

    　負債合計 63,308,399

6　資本金 45,122,463

7　剰余金

 (1)　資本剰余金

     イ　受贈財産評価額 1,335,327

     ロ　寄附金 8,942

     ハ　工事負担金 92,461

     ニ　国庫補助金 553,795

     ホ　保険差益 2,046

     ヘ　補償金 10,661

     ト　その他資本剰余金 3,603

    　資本剰余金合計 2,006,835

 (2)　利益剰余金

     イ　利益積立金 168,210

     ロ　建設改良積立金 2,527,417

2,229,714

    　利益剰余金合計 4,925,341

    　剰余金合計 6,932,176

    　資本合計 52,054,639

    　負債資本合計 115,363,038

負 債 の 部

資 本 の 部

     ハ　当年度未処分利益剰余金
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　　（３）修繕引当金

　　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計上している。

　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

　　　　している。

　　　　担金を拠出している。企業団水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加的負担金は、各構成団

　　　　体一般会計において措置することになっているため、企業団水道事業会計においては退職給付引

　　　　当金を計上していない。

　　（２）賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（法定福利費分を含む。）の支給に備えるため、当年度末におけ

　　　　る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

        額から群馬県市町村総合事務組合への積立金相当額を控除した額を計上するが、加入時における

        引当金の計上不足額については、令和６年度まで均等額を費用処理することとした。

          太田市及び館林市からの派遣職員は、各構成団体と締結した協定書に基づき、退職手当につい

　　　　ては、企業団水道事業会計が各構成団体一般会計に負担金を支払うこととした。

　　　　　みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町及び邑楽町からの派遣職員は、各構成団体が群

　　　　馬県市町村総合事務組合に加入しており、企業団水道事業会計は各構成団体一般会計を通じて負

           ダム使用権　　　　　　５５年

           施設利用権　　　　　　２６年

  ３　引当金の計上方法

    （１）退職給付引当金

          職員の退職手当については、令和２年度から群馬県市町村総合事務組合に加入し、その支給に

        備えることとした。なお、退職給付引当金については、年度末在職職員にかかる退職手当要支給

           車両運搬具　　　　　　４～１２年

           工具器具備品　　　　　２～１５年

    （２）無形固定資産

        ・ 減価償却の方法　　　　定額法による。

        ・ 主な耐用年数

           水利権　　　　　　　　２０年

　　（１）有形固定資産

　　　　・ 減価償却の方法　　　　定額法による。（ただし、量水器については取替法による。）

　　　　・ 主な耐用年数

　　　　　 建物　　　　　　　　　５～６０年

           構築物　　　　　　　　７～６０年

           機械及び装置　　　　　２～２０年

注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  １　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　  ・ 貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法
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　　　修繕引当金に関する経過措置

　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り

　　　崩すこととする。

　　　１年内　　　 77,161,020円

　　　１年超　　　231,483,088円

　　　　計　　　　308,644,108円

Ⅲ．その他の注記

　１　新会計基準移行に係る経過措置

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産

　1　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
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（単位：千円）

8,136,829

217,418

30,116

29,921 8,414,284

2,174,001

716,967

441,126

702,523

3,945,518

139,760

6,147 8,126,042

288,242

910

1,318,374

112,454 1,431,738

446,855

524 447,379 984,359

1,272,601

1

1 2

1

10,975 10,976

5,000 5,000 △ 15,974

1. 営業収益

(1) 給水収益

(2) 加入金

(3) 負担金

(4) その他営業収益

2. 営業費用

(1) 原水及び浄水費

(2) 配水及び給水費

(3) 業務費

(4) 総係費

(5) 減価償却費

(6) 資産減耗費

(7) その他営業費用　

営業利益

3. 営業外収益

(1) 受取利息

(2) 長期前受金戻入

(3) 雑収益

4. 営業外費用

(1) 支払利息企業債費

(2) 雑支出

経常利益

5. 特別利益

(1) 固定資産売却益

(2) 過年度損益修正益

6. 特別損失

(1) 固定資産売却損

(2) 過年度損益修正損

7. 予備費

(1) 予備費

当年度純利益 1,256,627

 前年度繰越利益剰余金 2,801

 当年度未処分利益剰余金 1,259,428

令和２年度群馬東部水道企業団水道事業会計予定損益計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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1　固定資産 （単位：千円）

 (1)　有形固定資産

     イ　土地 4,139,791

     ロ　立木 8,173

     ハ　建物 5,777,423

     　　減価償却累計額 △ 2,798,191 2,979,232

     ニ　構築物 135,204,330

     　　減価償却累計額 △ 57,042,367 78,161,963

     ホ　機械及び装置 27,579,165

     　　減価償却累計額 △ 16,862,491 10,716,674

     ヘ　車両運搬具 70,685

     　　減価償却累計額 △ 63,379 7,306

     ト　工具器具備品 468,079

     　　減価償却累計額 △ 392,163 75,916

     チ　建設仮勘定 1,914,035

    　有形固定資産合計 98,003,090

 (2)　無形固定資産

     イ　水利権 1,977,496

     ロ　ダム使用権 4,548,692

     ハ　施設利用権 3,247

     ニ　電話加入権 3,158

     ホ ソフトウェア 111,111

    　無形固定資産合計 6,643,704

 (3)　投資その他の資産

     イ　投資有価証券 200,000

     ロ　出資金 102,000

    　投資その他の資産合計 302,000

    　固定資産合計 104,948,794

2　流動資産

 (1)　現金預金 6,373,168

 (2)　未収金 2,547,158

    　貸倒引当金 △ 9,628 2,537,530

 (3)　貯蔵品 54,897

    　流動資産合計 8,965,595

    　資産合計 113,914,389

令和２年度群馬東部水道企業団水道事業会計予定貸借対照表
（ 令和3年3月31日 )

資 産 の 部
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3　固定負債 （単位：千円）
 (1)　企業債

     イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 24,778,105

    　企業債合計 24,778,105

 (2)　引当金

     イ　退職給付引当金 79,783

    　引当金合計 79,783

    　固定負債合計 24,857,888

4　流動負債

 (1)　企業債

     イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 2,032,611

    　企業債合計 2,032,611

 (2)　未払金 2,302,005

 (3)　引当金

     イ　賞与引当金 35,643

     ロ　修繕引当金 97,504

    　引当金合計 133,147

    　流動負債合計 4,467,763

5　繰延収益

 (1)　長期前受金 48,979,722

 (2)　収益化累計額 △ 15,475,336

    　繰延収益合計 33,504,386

    　負債合計 62,830,037

6　資本金 42,637,961

7　剰余金

 (1)　資本剰余金

     イ　受贈財産評価額 1,335,327

     ロ　寄附金 8,942

     ハ　工事負担金 92,461

     ニ　国庫補助金 553,795

     ホ　保険差益 2,046

     ヘ　補償金 10,661

     ト　その他資本剰余金 3,602

    　資本剰余金合計 2,006,834

 (2)　利益剰余金

     イ　減債積立金 1,042,764

     ロ　利益積立金 168,210

     ハ　建設改良積立金 3,969,155

1,259,428

    　利益剰余金合計 6,439,557

    　剰余金合計 8,446,391

    　資本合計 51,084,352

    　負債資本合計 113,914,389

負 債 の 部

資 本 の 部

     ニ　当年度未処分利益剰余金
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　　（３）修繕引当金

　　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計上している。

　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

　　　　している。

　　　　担金を拠出している。企業団水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加的負担金は、各構成団

　　　　体一般会計において措置することになっているため、企業団水道事業会計においては退職給付引

　　　　当金を計上していない。

　　（２）賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（法定福利費分を含む。）の支給に備えるため、当年度末におけ

　　　　る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

        額から群馬県市町村総合事務組合への積立金相当額を控除した額を計上するが、加入時における

        引当金の計上不足額については、令和６年度まで均等額を費用処理することとした。

          太田市及び館林市からの派遣職員は、各構成団体と締結した協定書に基づき、退職手当につい

　　　　ては、企業団水道事業会計が各構成団体一般会計に負担金を支払うこととした。

　　　　　みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町及び邑楽町からの派遣職員は、各構成団体が群

　　　　馬県市町村総合事務組合に加入しており、企業団水道事業会計は各構成団体一般会計を通じて負

           ダム使用権　　　　　　５５年

           施設利用権　　　　　　２６年

  ３　引当金の計上方法

    （１）退職給付引当金

          職員の退職手当については、令和２年度から群馬県市町村総合事務組合に加入し、その支給に

        備えることとした。なお、退職給付引当金については、年度末在職職員にかかる退職手当要支給

           車両運搬具　　　　　　４～１２年

           工具器具備品　　　　　２～１５年

    （２）無形固定資産

        ・ 減価償却の方法　　　　定額法による。

        ・ 主な耐用年数

           水利権　　　　　　　　２０年

　　（１）有形固定資産

　　　　・ 減価償却の方法　　　　定額法による。（ただし、量水器については取替法による。）

　　　　・ 主な耐用年数

　　　　　 建物　　　　　　　　　５～６０年

           構築物　　　　　　　　７～６０年

           機械及び装置　　　　　２～２０年

注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  １　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　  ・ 貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法
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　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り

　　　　崩すこととする。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．その他の注記

　１　新会計基準移行に係る経過措置

　　　修繕引当金に関する経過措置
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